
認定こども園の基本と特徴

～すべての子ども・子育て家庭のために～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２２年９月１日

保育システム研究所　吉田正幸

《認定こども園の基本的理解と今後の課題》

　○認定こども園制度の創設（その背景と理念）

　○認定こども園の概要や特徴

　○認定子ども園の今後の課題
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〈幼児教育・保育・子育て支援の今日的課題〉

●人と関わる経験の不足　 ●子ども集団の減少
●生活リズムの乱れ　●基本的な生活習慣の欠如
●運動能力の低下　●コミュニケーション能力の低下　など

家庭の養育力・教育力の低下
●共働き家庭の増加
●核家族化の進展
●子育ての孤立化
●子育ての不安・負担感の増大
●貧困の拡大

地域の養育力の低下
●コミュニティの希薄化
●近隣の大人の無関心
●身近な遊び場や自然の減少
●集団活動や異年齢交流の減少

子どもの育ち
の変化

幼稚園、こども園、保育園に求められる機能や役割は？
（①＋②＋③）

少子化の
進行・加速

新たな少子化対策
の可能性と行方

ライフステージに
応じた多様な支援

地域社会の機能の
再生・回復・活性化

子どもの健やかな
育ちの保障

質の重視！①

② ③



【参考：子どもの貧困問題と保育の可能性】

＊子どもの貧困を捉える多様な側面

　・３つの側面から捉えた現代の貧困

　　　「経済的な貧困」「関係性の貧困」「経験の貧困」

　・多面的な要素で捉えた貧困

　　　「機会の格差」「健康格差」「情報格差」「リテラシー格差」など

 

＊貧困問題に対する保育政策（子ども・子育て支援政策）の方向性

　・経済的な貧困　⇒　幼児教育・保育の無償化、各種現金給付、保護者の就労支援など

　・関係性の貧困　⇒　就園を通したつながり、子どもの居場所、多世代交流、保護者の脱孤立化など

　・経験の貧困　　⇒　学び環境、行事、遊び、自然体験、動植物との関わり、食育、地域活動など
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シナリオ 所得 税・社会保障の純負担 正規職

現状シナリオ 22.6兆円 5.7兆円 8.1万人

改善シナリオ 25.5兆円 6.8兆円 9.0万人

差分 2.9兆円 1.1兆円 0.9万人

参考：子どもの貧困がもたらす社会的損失（15歳（2013年時点）の1学年のみ）
「子どもの貧困の社会的損失推計」の結果の整理表。（日本財団のレポートより）
＊１：上記の15歳は約18万人
＊２：０～15歳の子ども約1760万人のうち貧困状態にある子ども約260万人では42.9兆円となる



学びや発達の連続性、生活の連続性　⇒　小学校教育との接続、放課後児童対策

保育を必要としない 保育を必要とする
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親の就労の有無にかかわらず
共に育つ幼児教育を保障

（地域の中で子どもと親を分断しない）

一体性

親育ての支援
未就園から就園へ
地域社会との共助

養護機能と
教育機能の
一体化

（切れ目のない支援）

（例外のない保育保障）

一
貫
性

4地域社会＝子ども・子育てにやさしいまち、高齢者・障害者にも

《すべての子ども・子育て家庭への支援》
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妊娠前・妊娠期・出産・産後・育児への支援



幼稚園や保育所をめぐる状況の変化
　　⇒　重要なポイントはニーズに対応した機能の拡充・接近

◇幼稚園の変化
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幼稚園の機能
（幼稚園教育）

・幼稚園教育要領
・１日に４時間標準
・年間に39週

幼稚園の機能Ⅰ
（幼児教育）

・幼稚園教育要領
・１日に４時間標準
・年間に39週
・小学校教育との接続

幼稚園の機能Ⅱ
（預かり保育）

・家庭の教育機能の補完
・地域の教育機能の補完
・地域の実情や保護者の要請

幼稚園の機能Ⅲ
（子育て支援）

・家庭の教育力の再生や向上
・在園児家庭への支援
　（子育て相談・情報提供など）
・在宅子育て家庭への支援
　（親子登園、園庭開放など）
・地域社会資源との連携

平成17年中教審答申

平成18年教育基本法改正

目指す方向性
◯家庭・地域社会・幼稚園等の三者による総合的な幼児教育
◯幼児の「生活の連続性」「発達や学びの連続性」を踏まえた幼児教育

平成27年新制度施行

幼稚園の園児減少



幼稚園や保育所をめぐる状況の変化

◇保育所の変化
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保育所の機能
（児童福祉）

・保育所保育指針
・１日に原則８時間（11時間開所）
・日祝、年末年始を除いて開所＊

保育所の機能Ⅱ
（幼児教育）

・幼児教育の充実
・生きる力の基礎（３つの資質・能力）
・小学校教育との接続

保育所の機能Ⅲ
（子育て支援）

・保護者の養育力の向上
・在園児家庭への支援
　（子育て相談・保育参加など）
・在宅子育て家庭への支援
　（一時預かり、親子参加など）
・地域社会資源との連携、協働

保育所の機能Ⅰ
（子ども家庭福祉）

・保育所保育指針
・１日に原則８時間（11時間開所）
・日祝、年末年始を除いて開所
・保育認定（標準時間、短時間）

平成20年最低基準改正

平成９年児童福祉法改正

平成27年新制度施行

保育所の児童増加

＊保育日数について法的な規定はない

平成18年教育基本法改正

待機児童問題



認定こども園の創設とその後の状況

◇認定こども園の誕生（2006年10月～）
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幼稚園
（幼稚園教育要領）

・幼児教育
・満３歳～就学前
・預かり保育
・子育て支援

保育所
（保育所保育指針）

・保育（養護＋教育）
・０歳～就学前
　（保育が必要な子）
・延長保育
・子育て支援

◯目的や機能が異なる幼稚園と保育所
　⇒　少子化の進行、共働き家庭の増加、保育ニーズの多様化など状況が変化
　⇒　就学前の子ども育ちを幼・保で区別することなく保障する必要
　⇒　幼稚園と保育所の連携の推進 ⇔ 幼保の機能の接近
◯幼・保の機能の一体化、保護者の就労の有無や形態を問わない利用
◯地域における子育て支援、地域社会資源との連携・協働

認定こども園
（教育・保育要領）

保護者の就労の有無にかかわらず、
就学前の子どもに

幼児教育・保育を提供

すべての子ども・子育て家庭を対象
に地域における子育て支援を実施

就学前の教育・保育を一体として
捉え、一貫して提供する枠組み

地方裁量型幼保連携型 幼稚園型 保育所型

〔幼稚園教諭免許〕

〔保育士資格〕〔幼稚園教諭免許〕＋〔保育士資格〕

認可幼稚園 認可保育所 認可外保育施設認可幼稚園

認可保育所
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認定こども園の創設とその後の状況

◇新制度後の認定こども園（2015年4月～）

１号子ども

２・３号子ども

認定こども園
保護者の就労の有無にかかわらず、

就学前の子どもに
幼児教育・保育を提供

すべての子ども・子育て家庭を対象
に地域における子育て支援を実施

就学前の教育・保育を一体として
捉え、一貫して提供する枠組み

幼保連携型

幼稚園型

保育所型

地方裁量型

幼稚園
・幼児教育
・満３歳～就学前
・預かり保育
・子育て支援

保育所
・保育（養護＋教育）
・０歳～就学前
　（保育が必要な子）
・延長保育
・子育て支援

１号子ども

２・３号子ども

幼稚園＋保育所的機能＋子育て支援

保育所＋幼稚園的機能＋子育て支援

幼稚園的機能＋保育所的機能＋子育て支援

幼稚園機能＋保育所機能＋子育て支援 単一の幼保一体認可

認可幼稚園

認可保育所

認可外保育施設

新たな幼保一体認可施設
認可幼稚園＋認可保育所

〔保育教諭〕

〔幼稚園教諭免許〕＋〔保育士資格〕



【新制度における認定こども園の特徴】

＊認定こども園制度の概要とポイント

　・幼児教育機能×保育機能×子育て支援機能　　Ex. 施設種別による４つの類型

　・類型にかかわらず同じ財政措置　⇒　認可外の機能にも施設型給付を法定代理受領

　・供給過剰地域でも移行が可能　⇒　「都道府県計画で定める数」による需要積み上げ

　・新たな幼保連携型認定こども園の創設　⇒　第三のハイブリッド型認可施設

 

＊新幼保連携型認定こども園の特徴

　・学校＆児童福祉施設という単一の認可　　Ex. 保育教諭、指導監督の一本化、教育・保育要領

　・幼稚園型や保育所型　⇒　認可幼稚園や認可保育所の機能拡大タイプ

　・幼稚園型認定こども園との違い　　Ex. 保育所機能の程度（開園日数・時間、19人以下の調理室）

　・保育所型認定こども園との違い　　Ex. 学校教育であるか否か、１号認定の有無、園庭面積など

 

＊認定こども園の特性と強み

　・教育と保育の一体的な提供　　Ex.家庭の状況変化でも転園しなくてよい、地域を分断しない

　・地域子育て支援の充実　　Ex.未就園から円滑な就園の促進、親育ての支援、地域との協働

　・包括的な子育て支援と教育・保育の展開　　Ex. 子どもの連続した発達保障と子ども環境の改善
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認定こども園の４類型の比較

幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型

法的性格 学校かつ児童福祉施設 学校（幼稚園）
　＋保育所機能

児童福祉施設（保育所）
＋幼稚園機能

幼稚園機能
　＋保育所機能

設置主体 国、自治体、学校法人
社会福祉法人等

国、自治体、学校法人等 制限なし 制限なし

職員の要件 保育教諭（幼稚園教諭＋
保育士）＊１

幼稚園免許・保育士資格
のいずれかで可
３歳未満は保育士資格

幼稚園免許・保育士資格
のいずれかで可
３歳未満は保育士資格

幼稚園免許・保育士資格
のいずれかで可
３歳未満は保育士資格

給食の提供 ２・３号子どもに対する
食事の提供義務

２・３号子どもに対する
食事の提供義務

２・３号子どもに対する
食事の提供義務

２・３号子どもに対する
食事の提供義務

開園日数・時間
＊２

11時間開園
土曜日の開園が原則

地域の実情に応じて設定 11時間開園
土曜日の開園が原則

地域の実情に応じて設定

＊１　保育教諭は、幼稚園教諭免許と保育士資格を併有することが原則だが、
　　　令和６年度まではいずれかでも可。その間、免許・資格の取得の特例あり。
　　　（特例としては、例えば３年以上、4320時間以上の現場経験があれば、
　　　　養成校などで８単位を取得すれば免許・資格を取れるなど）
＊２　開園時間は、保育標準時間がベース。幼稚園型と地方裁量型は、家庭や
　　　地域の実情に応じて、11時間を下回っても、土曜日休園でも可。

認定こども園の創設とその後の状況
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幼稚園 保育所 認定こども園

所管 文部科学省 厚生労働省 内閣府・文科省・厚労省

根拠法 学校教育法に基づく学校
児童福祉法に基づく児童福祉
施設

認定こども園法（＊１）に基づく
総合施設

目的

幼児を保育し、幼児の健やか
な成長のために適当な環境を
与えて、その心身の発達を助
長すること

保育を必要とする乳幼児を
日々保護者の下から通わせて
保育を行うこと

小学校就学前の子どもに対する教
育及び保育並びに保護者に対する
子育て支援の総合的な提供

対象
満３歳から就学前までの幼児
（満３歳～５歳児）

保育を必要とする乳幼児
（０～５歳児）

保育を必要とする乳幼児、及び
満３歳から就学前までの幼児

教育・保育内容

幼稚園教育要領による 保育所保育指針による 幼保連携型認定こども園
教育・保育要領による

教育要領、保育指針、教育・保育要領の整合性を図り、例えば「３つの資質・能力」「幼児期の終
わりまでに育ってほしい姿」「全体的な計画」など共通の考え方に

幼稚園・保育所・認定こども園の比較

＊１　正式名称は「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」
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幼稚園 保育所 認定こども園

教育・保育時間

４時間標準（教育標準時間）

（教育時間外の預かり保育あ
り）

11時間の保育標準時間
８時間の保育短時間
（延長保育あり）

４時間標準（預かり保育あり）

11時間の保育標準時間
８時間の保育短時間
（延長保育あり）

職員の資格等
幼稚園教諭免許状 保育士資格 保育教諭（免許と資格の併有）

幼稚園教諭免許＋保育資格（＊２）

学級編制 原則として同学年の幼児で編制 規定なし
１号・２号子どもの共通利用時間に
編制

子育て支援 努力義務 努力義務 義務（必須機能）

施設数 ９，４２０ ２３，８９６ ８，５８５

幼稚園・保育所・認定こども園の比較

＊２　３歳未満児については、保育士資格を有する職員を充てることが必要

（令和３年４月１日現在）



【保育と地域子育て支援の包括化に向けて】

＊“０号認定”から捉えた幼児教育・保育施設の可能性と課題

　・すべての出発点は“０号認定”から

　　　Ex. すべての子ども・子育て家庭への支援（供給主体から需要主体への転換）

　・子どもの発達保障と親育て支援の総合的アプローチ

　　　Ex. 発達や生活の連続性、切れ目のない支援

　・地域子育て支援と地域社会貢献の包括的アプローチ

　　　Ex. アウトリーチ型・連携型・ネットワーク型・地域共生型の支援

  

＊幼児教育・保育施設に求められる機能

　・求められる包括性（インクルージョン）

　　　Ex. 子どもや保護者と地域を分断しない役割

　・求められる総合性（インテグレーション）

　　　Ex. 養護機能と教育機能の一体化、保育と子育て支援の総合化

　・求められる双方向性（インタラクション）

　　　Ex. 園と保護者の協働性、地域社会との共助の構築
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地域共生に向けて
乳幼児＋高齢者
＋障害者＋etc.
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吉田正幸（よしだまさゆき）プロフィール

 
○略歴

福岡市出身。大阪大学人間科学部卒業。
㈱保育システム研究所 代表取締役
大妻女子大学大学院非常勤講師（保育マネジメント特論）

 
○審議会など

文部科学省：「新しい幼児教育の在り方に関する調査研究」企画評価会議委員
内閣府：認定こども園制度の在り方に関する検討会委員

厚生労働省：社会保障審議会少子化対策特別部会委員
厚生労働省：保育士等確保対策検討会副座長
経済産業省：保育現場のＩＣＴ化・自治体手続等標準化検討会座長
厚生労働省：保育の現場・職業の魅力向上検討会副座長　　　　　　　　　など歴任
神奈川県子ども・子育て会議委員
京都市はぐくみ推進審議会特別委員
品川区子ども・子育て会議副会長
千代田区子ども・子育て会議副会長
板橋区子ども・子育て会議副会長
厚生労働省：子ども・子育て支援推進調査研究事業企画評価委員
内閣府：企業主導型保育事業点検・評価委員会座長
内閣府：子ども・子育て支援システム標準化検討会座長
内閣府：子ども・子育て支援調査研究事業企画評価委員会委員長　　　　　など現在

 
○著書（共著・分担執筆を含む）

「保育所と幼稚園～統合の試みを探る」（フレーベル館、2002）
「幼保一体化から考える～幼稚園・保育所の経営ビジョン」（ぎょうせい、2005）
「次世代の保育のかたち」（フレーベル館、2010）
「選ばれる園になるために～変革のビジョンと実践」（世界文化社、2013）
「認定こども園の未来～幼保を超えて」（フレーベル館、2013）
「認定こども園の未来～保育の新たな地平へ」（フレーベル館、2016）　など

 
○その他

参議院文教科学委員会で認定こども園法の参考人意見陳述。
　参議院「社会保障と税一体改革特別委員会」公聴会で公述人意見陳述。
　衆議院内閣委員会で子ども・子育て支援法及び児童手当法一部改正の参考人意見陳述。

ＮＨＫ「クローズアップ現代」「ナビゲーション」「視点・論点」のゲスト解説等に出演。


